様式第1号（第2条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
申請者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　
の所在地及び名称並びに代表者の氏名
専用水道布設工事確認申請書
　水道法第３２条の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて　　　専用水道布設工事（新設、増設、改造）の確認を申請いたします。
記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)〔　〕内は記述要領を示す

１　申請者の住所及び氏名（法第３３条第２項第１号）
　　　法人又は組合のときは次のとおり記述のこと
　　　（1）事務所所在地

　　　（2）名　称　　　（法人又は組合の名称）
　　　（3）代表者氏名　（職名も記入のこと）
２　水道事務所の所在地（法第３３条第２項第２号）
　     
　　　事務所に名称があれば記入のこと。また電話番号を記入のこと。
３　居住に必要な水の供給が行われる地域の記載及び図面(施行規則第５３条第２号）
　　　給水しようとする地域（給水区域）の地名を詳細に記述し、色分けして

図示すること。図面については、１４と兼ねることができる。
４　居住に必要な水の供給を受ける者の数（施行規則第５３条第１号）
　　　給水の対象となる人数（居住人口のみ）を記載するものとし、予定又は計
　　画給水人口を併せて記載すること。なお給水対象者に種別（社宅と鉱害補償
　　集落等）、あるいは学校、事務所等の滞在者があれば、その種別及び人口等も
　　併記すること。　
５　１日最大給水量及び１日平均給水量（法第３３条第４項第１号）
　　　計画１日最大及び平均給水量を記載し、生活用水と工業用水は区別すること。
６　水源の種別及び取水地点（法第３３条第４項第２号）
　　　水源の種別（伏流水、表流水、井戸、湖沼等）及び取水地点（取水場所の
　　地名を詳細に番地まで記入のこと）を記入すること。
　　なお水源が２ケ所以上あれば、各々水源名を付し記述のこと。
７　水源の水量の概算及び水質試験の結果（法第３３条第４項第３号）
　　　表流水、伏流水にあっては許可水量を、また地下水にあっては、揚水試験
　　結果、土質柱状図等、具体的に水量の確実性を説明したものであること。
　　また、当該水源を他の用途と共用する場合には、参考のため、他の用途の水
　　量を記述すること。
　　新たに設ける水源はもちろん、既設水源についても、水量が最も低下する時
　　期の原水水質試験結果書を添付すること。
８　水道施設の概要(法第３３条第４項第４号)
　　　専用・共用を問わず、当該専用水道が使用する取水、貯水、導水、浄水、
　　送水、配水の各施設の各々について、容量、能力、種別を簡潔に記述すること。
　　水系別施設がある場合には水系別に記述すること。
　　取水施設から配水幹線の末端に至る次の工種に関する水理計算（規模、容量、
　　型式決定の根拠及び損失水量の計算）浅井戸、深井戸、取水門、取水塔、取
　　水わく、取水管きょ、集水埋管、ダム凝集池、沈でん池、ろ過池、洗浄水槽、
　　曝気設備、配水池、配水塔、高架タンク、圧力水槽、ポンプ設備、管きょ
　　（導水、送水、配水幹線及び主要施設の連絡管きょを含む。）
　　　なお、配水管の管径決定の際の配水計画ごとの人口、水量を表す図及び表
　　を添付すること。
９　水道施設の位置（標高及び水位を含む）規模及び構造（法第３３条第４項第５号)
　　　各施設（取水、貯水、導送水、浄水、配水施設）の位置（地名）と標高並
　　びに最高最低水位を記載し併せて各施設の規模、構造を簡明に記述のこと。
　　なお水位系統図を添付することによって標高等を省略してもよい。
　　主要構造物の主要部材の応用計算及び断面の算定を記載すること。ここでい
　　う主要構造物とは、取水門、取水塔、接合井、ポンプ、ダム（水道専用の場
　　合のみ）、沈砂池、凝集池、沈でん池、ろ過池、配水池、浄水池、配水塔、
　　高架タンク、圧力水槽、導水、送水きょをいう。
１０　浄水方法（法第３３条第４項第６号）
　　　浄水の方法を具体的に記述のこと。
１１　工事の着手及び完了の予定年月日（法第３３条第４項第７号）
　    　着工　　　　　  年　  月　  日予定
　    　完了　　　　　  年　  月　  日予定
１２　水道施設の位置を明らかにする地図（施行規則第５３条第３号）
　　　取水、貯水、導水、浄水、送水施設、配水池、配水幹線、ポンプ場等の主要
　　施設の配置を明示したものであること。原則として1/10,000～1/25,000とする。
１３　水源及び浄水場の周辺の概況を明らかにする地図（施行規則第５３条第４号）
　　　水源の周辺の概況（市町村の境界、道路、河川、地形、環境等）が明確に判
　　明するものでかつ各施設の配置、連絡状況を記入のこと。原則として1/1,000
～1/5,000とするが、１４が詳細な図面である場合にはこれと兼ねることがで
　　きる。
１４　主要な水道施設（１５に掲げる施設を除く）の構造を明らかにする平面図、　　　立面図、断面図及び構造図（省令第５３条第５号）
　（１）取水場、浄水場、配水場等の一般平面図（原則として1/500～1/1,000）
（２）主要な水道施設の水位高低図（原則として縦は1/100～1/200、横は任意）
　（３）主要構造物の一般図（原則として1/100～1/500）
　（４）主要構造物の構造詳細図（原則として1/10～1/100）
　　　主要構造物の定義は９による。
　　主要構造物の主要な寸法、配筋状況のわかる平面図、立面図、断面図及び構
　　造図であって、鉄筋径、ピッチ、本数等、鉄筋量をほぼ算出し得る程度のも
　　のを明示したものであること。
１５　導水管きょ、送水管並びに配水及び給水に使用する主要な管の配置状況を明らかにする平面図及び縦断面図（施行規則第５３条第６号）
　　　平面図は測点番号、管種、管径延長のほか、制水弁、泥吐弁、空気弁、減
　　圧弁、逆止弁、消火栓、接合井、河川軌道横断、中継ポンプ場等の付帯設備
　　の位置を明示する、原則として1/1,000～1/10,000の図面とする。
　　　縦断面図はこのほか測点区間距離、追加距離、管中心高、地盤高、静水頭、
　　動水頭（火災時及び平常時につき、動水勾配、流量）を記載する、原則とし
　　て縦1/200～1/400、横1/1,000～1/5,000の図面とする。
１６　その他参考となる事項
　（１）他の水道との関係
　　　他の専用水道、水道事業との関係（分水、その他）を記述のこと。
　（２）水利権に関する書類
　　　河川占用許可書、水利権同意書、分水承諾書等取水の確実性を証する書面
　　を添付すること。
　（３）水道使用料徴収の有無
　　　何等かの形式で水道使用料に該当するものを徴収しているときは、次の事
　　項を記述のこと。
　　　ア　徴収の根拠とする各種の規約、契約、条例等の内容（写しを添付する
　　　　こと。）
　　　イ　使用料算出の根拠
　（４）消火栓設置の有無

様式第4号（第2条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
届出者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名
専用水道布設工事確認申請書記載事項変更届
　水道法第３３条第３項の規定に基づき、　　　　年　　月　　日付で申請した専用水道布設工事確認申請書の記載事項の変更について、下記のとおり届け出ます。
記
変更前　　　　　　　　　　　　　変更後

（変更前を左、変更後を右に容易に比較できるように記載すること。）
様式第5号（第2条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
届出者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名
専用水道の休止（又は廃止）届
　　　　　年　　月　　日付第　　　号で確認を受けた　　　専用水道について、下記理由により休止（又は廃止）したので届け出ます。
記
１　休止又は廃止の理由
２　休止又は廃止の年月日
　　　　　　年　　月　　日
３　休止又は廃止後の当該地区の飲料水確保の見込
４　添付図（一部休止の場合は給水区域図に着色区分したもの）
様式第6号（第3条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
届出者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名
水道技術管理者設置（又は変更）届
　水道法第１９条の規定に基づき、　　　　年　　月　　日付第　　　号で確認を受けた専用水道について、水道技術管理者を次のとおり設置（又は変更）したので届け出ます。
記
１　担当する専用水道名及び計画給水人口
２　水道技術管理者の職氏名
３　最終学歴及び水道に関する技術上の実務経験年数
４　その他の参考書類
（１）履　歴　書（様式第6-1号）
（２）勤務証明書（様式第6-2号）
（３）水道技術管理者としての任命辞令の写し

（様式第6-1号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在

	       履     歴     書

	ふりがな
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  記入事項　(1)  職歴はできるだけ詳しく、特に水道の実務に関する職歴は具体的に書くこと。
            (2)  学歴は最終学歴のみでもよい。（大学等にあっては、専攻した学部、
               学科名も書くこと。）
（様式第6-2号）
勤務証明書
	ふりがな
	性  別
	生　年　月　日

	氏    名
	男・女
	年　　月　　日（満　　才）

	ふりがな

	         （〒              ）
現住所
                                                      （電話     　　　          ）


記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　上記の者は　　　　年　　月　　日付で採用し、　　　　年　　月現在、水道に関する技術上の実務経験年数が　　年であることを証明いたします。
　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　電話番号

【参考】水道技術管理者の資格
	規定する法令
	対象者
	水道に関する技術上の実務経験年数

	
	
	上水道事業・
用水供給事業

	簡易水道事業
	専　用　水　道

	
	
	
	右記
以外

	消毒の
みで自
然流下

	一日最
大水量
千立法
米超
	左記以外

	水道法
	水道法施行令
	水道法
施行
規則
	
	
	
	
	
	右記
以外
	消毒の
みで自
然流下

	第19条第3項

	第

6

条
第
1
項
第
1
号
第
2
項
に
よ
る
読
替
を
含
む
	第4条第1号
	－
	大学の土木工学科等で衛生工学か水道工学を履修して卒業した者
	2年
以上
	1年
以上
	－
	2年
以上
	1年
以上
	－

	
	
	第4条第2号
	－
	大学の土木工学科等で衛生工学又は水道工学を履修せずに卒業した者
	3年
以上
	1年半
以上
	－
	3年
以上
	1年半
以上
	－

	
	
	第4条第3号
	－
	短期大学、高等専門学校で土木科又は相当する課程を修めて卒業した者
	5年
以上
	2年半
以上
	－
	5年
以上
	2年半
以上
	－

	
	
	第4条第4号
	－
	高等学校、中等教育学校で土木科又は相当する課程を修めて卒業した者
	7年
以上
	3年半
以上
	－
	7年
以上
	3年半
以上
	－

	
	
	第4条第5号
	－
	水道の工事に関する技術上の実務経験のみを有する者

	10年

以上
	5年
以上
	－
	10年

以上
	5年
以上
	－

	
	
	第4条第6号

	第9条第1号

	大学の土木工学科等で衛生工学か水道工学を修めて卒業した後
	大学院で1年以上衛生工学か水道工学を専攻した者
	1年
以上
	半年
以上
	－
	1年
以上
	半年
以上
	－

	
	
	
	
	
	大学の専攻科で衛生工学か水道工
学に関する専攻を修了した者
	1年
以上
	半年
以上
	－
	1年
以上
	半年
以上
	－

	
	
	
	
	大学の土木工学科等で衛生工学又は水道工学を履修せずに卒業した後
	大学院で1年以上衛生工学か水道工学を専攻した者
	2年
以上
	1年
以上
	－
	2年
以上
	1年
以上
	－

	
	
	
	
	
	大学の専攻科で衛生工学か水道工
学に関する専攻を修了した者
	2年
以上
	1年
以上
	－
	2年
以上
	1年
以上
	－

	
	
	
	第9条第2号
	外国の学校において施行令第4条第1～4号と同等の課程を修了した者
	国内と
同様
	国内と同様
	－
	国内と
同様
	国内と
同様
	－

	
	第6条第1項第2号
第2項による読替を含む

	－
	大学で土木以外の工学､理学､農学､医学､薬学及び相当
する学科を卒業した者
	4年
以上
	2年
以上
	－
	4年
以上
	2年
以上
	－

	
	
	－
	短期大学、高等専門学校で土木以外の工学､理学､農
学､医学､薬学及び相当する学科を卒業した者
	6年
以上
	3年
以上
	－
	6年
以上
	3年
以上
	－

	
	
	－
	高等学校、中等教育学校で土木以外の工学､理学､農学､医学､薬学及び相当する学科を卒業した者
	8年
以上
	4年
以上
	－
	8年
以上
	4年
以上
	－

	
	第6条1項3号
第2項による読替を含む
	－
	水道に関する技術上の実務経験のみを有する者
	10年
以上
	5年
以上
	－
	10年
以上
	5年
以上
	－

	
	第6条第1項
第4号
第2項による読替を含む

	第14条第1号

	大学で工学､理学､農学､医学､薬学及び相当する学科以
外の学科を卒業した者
	5年
以上
	2年半
以上
	－
	5年
以上
	2年半
以上
	－

	
	
	
	短期大学、高等専門学校で工学､理学､農学､医学､薬学
及び相当する学科以外の学科を卒業した者
	7年
以上
	3年半
以上
	－
	7年
以上
	3年半
以上
	－

	
	
	
	高等学校で工学､理学､農学､医学､薬学及び相当する学
科以外の学科を卒業した者
	9年
以上
	4年半
以上
	－
	9年
以上
	4年半
以上
	－

	
	
	第14条第2号
	外国の学校において施行令第6条第1項2号と同様の課程を修了した者
	国内と
同様
	国内と
同様
	－
	国内と
同様
	国内と
同様
	－

	
	
	第14条第3号
	厚生労働大臣が認定する講習を修了した者
	要件に
ない
	要件に
ない
	－
	要件に
ない
	要件に
ない
	－

	第25条
第1項
	－
	－
	法第19条第3項は適用されない
	－
	－
	要件に
ない
	－
	－
	－

	第34条
第2項
	－
	－
	法第19条第3項は適用されない
	－
	－
	－
	－
	－
	要件に
ない


様式第7号（第4条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
届出者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名
専用水道給水開始届
　水道法第１３条の規定に基づき、専用水道の給水を開始いたしたいので別紙関係書類添付のうえ届け出ます。
添付書類　
１．水道の名称

２．確認年月日及び番号
３．給水開始予定年月日
４．給水人口　　　　　　（計画及び現在）
５．計画一日最大給水量　（計画及び現在）
６．水質検査結果書写し　（施行規則第１０条）
　（１）原水水質試験（検査）結果書
　（２）浄水水質試験（検査）結果書
７．施設検査成績書　　　（施行規則第１１条）　　　（様式第7-1号）　
８．一般平面図（重要施設を記入すること）
　　　　行政区域　―――　黄色
　　　　計画給水区域　―――　青色
　　　　主要施設　既設　―――　黒色
　　　　　　　　　拡張　―――　赤色
　　採水場所を明示すること
（注  意）
　１　水質検査結果書は、水道法第１３条及び同法施行規則第１０条に基づいて検査したものであること。
　２　施設検査成績書は、水道法第１３条及び同法施行規則第１１条に基づいて検査したものであること。

（様式7-１号）
施設検査成績書　
１　検査年月日　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　　年　　月　　日

２　検査職員氏名
３　検査の基準　　　水道法第１３条第１項及び同法施行規則第１１条による。
４　検査の方法　　　計画１日最大給水量    　  ｍ３における各施設能力の判定
５　検査の成績　　　次表のとおり
	種　　別
	名　　称
	内　　　　　　容
	検査の成績
	検査の年月日

	
	
	
	
	


上記のとおり施設検査を実施した結果、設計書のとおり竣工され、浄水及び消毒の能力、流量、圧力、耐力、汚染並びに漏水については、異常を認めないことを証明する。
　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水道技術管理者　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
様式第8号（第5条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
届出者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名
専用水道管理業務委託届
　水道法第２４条の３第２項前段の規定に基づき、水道の管理に関する技術上の業務を委託しましたので関係書類を添えて届け出ます。
記
 １　専用水道の名称

 ２　水道管理業務受託者の住所及び氏名
 ３　受託水道業務技術管理者の氏名
 ４　受託した業務の範囲
 ５　契約期間　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日
 ６　委託契約書の写し
様式第9号（第5条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
届出者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名
専用水道管理業務委託契約失効届
　水道法第２４条の３第２項後段の規定に基づき、水道の管理に関する技術上の業務の委託に係る契約が失効しましたので下記のとおり届け出ます。
記
 １　専用水道の名称
 ２　水道管理業務受託者の住所及び氏名
 ３　受託水道業務技術管理者の氏名
 ４　受託していた業務の範囲
 ５　契約期間　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日
 ６　当該契約が効力を失った理由
様式第10号（第5条関係）
年　　月　　日
柳川市長　　　　　　　　　　様
届出者　住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
法人又は組合にあっては、主たる事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名
専用水道管理業務委託変更届
　柳川市水道法施行細則第５条第２項の規定に基づき、専用水道管理業務委託届に記載した事項を変更しましたので下記のとおり届け出ます。
記
１　専用水道の名称

２　変更の事項

３　変更内容
　　　（変更前）

　　　（変更後）

４　変更年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
５　変更の理由

